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1１． 本論文の主旨
持続可能な開発の実現は世界にとって喫緊の課題であり、世界全体での取り組み
の強化が求められているが、特に、今後の経済の拡大が予想される非先進国におけ
る取り組みが重要となる。本論文は、持続可能な開発の障害となっている様々な問
題のなかで、途上国などの非先進国において未だ深刻な問題となっている工業型公
害問題を取り上げ、ドイツを中心としたヨーロッパ地域において支持されているエ
コロジー的近代化理論（Ecological Modernization Theory）の非先進国への適用
可能性について実証的に検討したものである。
エコロジー的近代化理論は多様な解釈を含んでいるが、政府（国家）の適切な介
入、技術革新や制度改革、汚染者（企業）による主体的取り組み、環境効率性の重
視などがその特徴となっている。一方、エコロジー的近代化理論はもともとヨーロ
ッパなどの先進国で発展してきた理論であり、非先進国における適合性が課題とし
て指摘されていた。
本論文はエコロジー的近代化理論を、政府、市民社会および企業の連携した取り
組みより、制度的改革や技術革新・普及が促進され、その結果として環境効率が向
上し、環境負荷の低減を進める理論として定義する。その上で、先進工業社会を対
象に発展してきた本理論が、途上国などの非先進国においても適用可能なのかを明
らかにするために、非先進国におけるエコロジー的近代化の前提と考えられる民主
化の効果と海外からの環境技術の移転を促進すると考えられる経済の国際化の影
響に着目し、以下の 3つのリサーチクエッションを設定している。
（1）非先進国において、エコロジー的近代化理論に基づく環境改善が実際に生じ
ているのか。
（2）民主化の進展は、非先進国において環境改善を意図した政策を促進し、環境
負荷の低減に寄与しているのか。
（3）貿易・投資の拡大などの経済の国際化は、環境技術の移転等を通じて非先進
国における環境負荷の低減に寄与しているのか。
本論文は、二酸化硫黄（SO2）排出量を環境負荷の指標とし、3つのリサーチク
エッションにそって、クロスカントリーデータを用いて実証的分析を行うことによ
り、非先進国におけるエコロジー的近代化論の適用可能性を明らかにした。
本論文における分析結果としては、非先進国におけるデカップリングの進捗は限
定的であり、また、エコロジー的近代化理論の前提となる民主化による環境対策の
推進効果が認められなかったことから、本理論をそのまま非先進国全体に適用する
ことは現時点では適当ではないものの、非先進国においても一部地域ではデカップ
リングが継続しており、また経済の国際化を通じた環境技術の移転も進んでいると
考えられることから、今後、適切な対策をとることにより、非先進国においてもエ
コロジー的近代化理論にそった環境改善が進んいく可能性があることを論じた。本
論文の学術的意義は、これまでエコロジー的近代化理論で検討が不十分とされてき
た非先進国における適用可能性を実証的に明らかにしたことである。
2２． 本論文の構成と概要
本論文の構成は以下のとおりである。
第１章 研究の目的と論文構成
第２章 エコロジー的近代化理論の展開と課題
第３章 先行研究の評価とリサーチクエッションの設定
第４章 経済成長と環境負荷のデカップリング
第５章 民主化が環境に及ぼす影響
第６章 経済の国際化が環境に及ぼす影響
第７章 研究の結論と意義
「第１章 研究の目的と論文構成」は、導入部分として、本論文の背景、目的及
び構成を整理して提示している。本論文は、持続可能な開発の実現における非先進
国の環境対策の重要性を踏まえ、先進国で誕生・発展してきたエコロジー的近代化
理論の非先進国における適用可能性を論じることを目的としている。
「第２章 エコロジー的近代化理論の展開と課題」では、エコロジー的近代化理
論の考え方、意義、課題等を整理し、その上で本論文におけるエコロジー的近代化
理論を定義している。さらに、持続可能な開発の実現に向けた本理論の最大の課題
が、非先進国における適用可能性であり、環境ガバナンスの形成に対する民主化の
影響や経済の国際化を通じた環境技術の移転等が、エコロジー的近代化理論の非先
進国における適用を検討する上で重要な論点となることを示した。
「第３章 先行研究の評価とリサーチクエッションの設定」では、関連する先行
研究として、環境と経済のデカップリング、環境クズネッツ曲線（EKC）仮説お
よび民主化や経済の国際化が環境に及ぼす影響に係る研究についてレビューを行
った。その上で本研究におけるリサーチクエッションを設定し、さらにそれらのリ
サーチクエッションに答えるための実証分析の枠組みを設定した。また、本研究が
対象とする環境問題として、典型的な工業型大気汚染の原因物質である二酸化硫黄
（SO2）を選定した。
「第４章 経済成長と環境負荷のデカップリング」では、エコロジー的近代化の
進捗状況を明らかにするために、エコロジー的近代化の指標となる経済成長と環境
負荷のトレンドのデカップリングの地域ごとの状況について分析を行った。その結
果、非先進国全体では必ずしもデカップリングが継続しているとは言えないことを
明らかにした。また、デカップリングの指標となる SO2排出集約度（GDP当たり
の SO2排出量）の変化を、SO2対策効果（化石燃料当たりの SO2排出量）とエネ
ルギー効果（GDP 当りの化石燃料使用量）に分解して分析を行った結果、デカッ
プリングの発現には SO2 対策効果の影響が大きいことが分かった。エコロジー的
近代化が進んでいる前提として、デカップリングがある程度の期間（10 年程度）
継続していること、その要因として SO２対策効果が寄与していることを条件とす
ると、東欧や中南米のみが該当し、非先進国全体ではその条件を満たさないことが
明らかになった。
「第５章 民主化が環境に及ぼす影響」では、エコロジー的近代化の前提となる
民主化の役割に注目し、SO2 排出量等を目的変数とし、民主化指標や一人当たり
3GDP などを説明変数としてパネルデータ分析を行った。目的変数については、一
人あたりの SO2 排出量に加え、環境対策の効果を示す指標として化石燃料当たり
の SO2 排出量を、またエネルギー利用の変化による影響を示す指標として一人当
たり化石燃料使用量を用いて分析を行った。また、民主化による影響は所得によっ
て変化することが想定されるため、非先進国を所得水準ごとに 3つのグループに分
けて分析を行った。分析の結果、非先進国において民主化は環境改善に寄与するも
のの、環境改善を意図した政策による効果よりも、省エネルギーなど化石燃料使用
量低減による効果が大きいということが明らかになった。
「第６章 経済の国際化が環境に及ぼす影響」では、海外からの環境技術の移転
に着目し、貿易・投資の拡大など経済の国際化が非先進国の環境改善に与える影響
についてパネルデータ分析を行った。第５章と同様に、目的変数として一人当たり
SO2排出量に加え、化石燃料当たりの SO2排出量および一人当たり SO2排出量を
用いた分析を行った。貿易額の対 GDP割合を経済の国際化の水準を示す説明変数
として分析し、経済の国際化が進むほど一人当たり SO2 排出量や化石燃料当たり
SO2排出量が低下するということが分かった。さらに技術移転経路として、工業製
品の輸入、海外直接投資、開発援助の効果に着目して分析を行った。特に工業製品
については、技術移転との関係性を踏まえ、機械類に限定したデータおよび資本財
に限定したデータを用いて分析を行った。その結果、工業製品全体、機械類および
資本財いずれも環境改善効果が認められたが、海外直接投資や開発援助の効果は認
められなかった。
「第７章 研究の結論と意義」は、本研究を総括して結論と学術的意義をまとめ
ている。本論文の結論としては、非先進国におけるデカップリングの進捗は限定的
であり、また、エコロジー的近代化理論の前提となる民主化による環境対策の推進
効果が認められなかったことから、本理論をそのまま非先進国全体に適用すること
は、現時点では適当ではないということになる。他方、非先進国においても一部地
域ではデカップリングが継続しており、また経済の国際化を通じた環境技術の移転
も進んでいると考えられることから、今後、適切な対策をとることにより、非先進
国においてもエコロジー的近代化理論に沿った環境改善が進んでくる可能性があ
ることを論じている。本論文の学術的意義は、経済成長と環境保全の両立を実現し
うるとするエコロジー的近代化理論の非先進国への適用可能性を実証的に明らか
にしたことであり、今後の世界の持続可能な開発の実現の鍵を握る非先進国の環境
改善の取り組みの促進に理論的貢献が期待される。
３． 口述試験での質疑応答
2016年 4月 27日（水）18：30から、早稲田大学 19号館 608教室において、
博士請求論文の公開発表会・口述試験および審査委員会を開催した。
公開発表会および口述試験においては、本論文の学術研究史上の位置づけや学術
的貢献、非先進国における持続可能な開発に対するエコロジー的近代化理論の意義、
エコロジー的近代化と民主化、国際貿易の関係性や分析の方法、説明変数の考え方
や今後の研究の可能性などについて活発な質疑が行われ、それぞれの質問・コメン
4トに対して、申請者より適切な回答がなされた。
４． 評価と審査結果
以上のように本論文は、ドイツを中心としたヨーロッパなどの先進
国の環境政策形成に重要な役割を果たしているものの、開発途上国な
ど非先進国における適用については未だ十分検討がなされていないエ
コロジー的近代化理論の非先進国への適用可能性について新たな学術
的展開を試みたものである。具体的には、非先進国における実際のエ
コロジー的近代化の進捗の可能性や、エコロジー的近代化の前提であ
ると考えられる民主化の影響、そしてエコロジー的近代化の推進要因
と考えられる経済の国際化の影響などについて、実証的分析を通し多
面的な考察を行った点で独創的であり、本論文には困難な理論的かつ
実証的研究を成し遂げた貴重な学術成果が盛られている。
本審査委員会は、口述試験の内容を踏まえ、論文に関して慎重かつ
総合的に審査を行なった。その結果、博士学位請求論文としての水準
を十分満たしているものと判断し、これを受理することに全委員が合
意した。
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